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小特集：家計行動のミクロ経済分析

女性の就業と家計の居住地選択

男女雇用機会均等法の影響を中心に＊

安　部　由　起　子

　本稿では，男女雇用機会均等法（以下，均等法）施行以降に，男女の居住パターンや女性の就業が，

地域別にどのように変化したかを検証した．均等法世代をほぼ境にして，人口は首都圏に集中したが，

平成不況時には首都圏への集中は停滞した．均等法後，正規雇用で働く大卒女性が大きく増えたのは

東京であって，地方においてはそれのような女性の割合が均等法以前に比べて増え上昇しているとは

いえない，そして，配偶関係別にみると，均等法の前後で正規雇用がそれほど増えていないというの
が全体の傾向であったものの，地域別には，東京において有配偶女性の正規雇用は大きく増加してい
る．

JEL　CIass1fication　Codes：J16，　J22，　R23

はじめに

　日本における人口移動・居住選択に関する既

存研究は，学歴・コーホート別の動きにさほど

着目してはいなかったかもしれないD．図1は，

就業構造基本調査（1992年一2007年）を用いて，

5年きざみの生年コーホート×学歴別に，首都

圏に居住する割合をみたものである，具体的に

は，男女×学歴（高卒・大卒以上）×生年別に，

首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川の合計）に居

住する割合を縦軸に，年齢階級を横軸にとって，

その推移を描いている．最初に示されているコ

ーホート（1943－47年生まれ，点線）は，終戦の

直前から直後にかけて生まれた世代，その後は

団塊世代（1948－52年生まれ，点線）と続いてい

く．首都圏について顕著なのは，男女雇用機会

均等法（以下，均等法）が施行された1986年以

降に学校を卒業した，いわゆる均等法世代のあ

たりから，高学歴者の首都圏への人口集中が起

こりはじめていることである2）．

　均等法がどのように女性・男性の行動（就業，

賃金，職業選択，学歴選択，結婚等）を変えた

か，については，これまでいくらかの研究がな

されてきたところである3）．これらの研究が示

しているように，均等法は日本における人々の

社会生活に，少なからぬ影響を与えたと考えら

れる．しかしその中で，均等法が居住地選択に

与えたであろう影響については，多くは知られ

てはいない．図1に点線で示されているコーポ

ートは，均等法前世代であり，実線で示されて

いるコーホートはいわゆる均等法以降世代であ

る．本稿では，均等法以降世代の居住地選択が，

それ以前の世代のそれとどのように異なってい

るかを，データに基づき検証する．これは，

Abe（2011a）において，日本全体について（地域

別ではないかたちで）均等法の影響を検証した

結果を，地域別の分析に拡張したものである。

実際，均等法以後の女性の就業の推移には，地

域別に大きな差がみられる．日本の戦後期にお

いては大都市圏の女性就業率は低く，大都市圏

以外（もっとも顕著には日本海側）でそれが高か

ったという傾向は，均等法以降に変化してきて

いる．均等法は東京に居住して働く高学歴の若

年女性の割合を高めた．

　本稿は以下のように構成されている．次節で

は，均等法の概略とそれについての既存研究を

紹介する．次に，コーホート別の居住パター

ン・就業状況の基本的傾向を地域別に示し，そ

のうえで回帰分析によって，図の上で確認され

た傾向の大きさを把握する．最後に結論と今後

の課題をまとめる．
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　　図1．首都圏居住割合
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　　　　就業構造基本調査公表データ（1992，1997，2002，

@　　　縦軸は，日本全体の人口のうち首都圏4都県に居住する割合を示す．

@　　男女雇用機会均等法とその影響

ﾏ等法のあらまし

@男女雇用機会均等法は，1985年に成立し，

P986年に施行された．その後，主要な改正が2

�sなわれている．その1回目が，1997年に

ｬ立し1999年に施行（母性健康管理の義務化に

@　　　1998年に施行）された改正であり，

�ﾚは2006年に成立，2007年に施行となった

@1986年施行の均等法では，募集・採用・配

@　昇進において女性を差別しないことが努力

`務となった．1999年施行の改正法では，

@　　　・配置・昇進における差別は禁止とな

@　またそれまで努力義務であった母性健康管

揩ｪ義務化された．女性のみ・女性優遇は，

s当時には適法であったが，1999年施行の改

ｳでは原則禁止となり，また2007年施行の改

ｳ法では男女双方に対する差別的取扱いが禁止

@　　　ただし，ポジティブアクションは，

2
募
施

2007年）から筆者推計．

スメ

ｪ，

ｽか，

ﾈい．

1999年施行の改正法から規定され，

sの改正法でも適法である．

@1999年施行の改正ではセクシュアル・ハラ

@　ントの防止に関する配慮義務が規定された

@　2007年にはこれが措置義務となった．

Q007年施行の改正では，間接差別の禁止が規

閧ｳれた．

@このように均等法は，1986年の施行以来，

ｭ化されてきている．しかし以下本稿では，

P986年の均等法施行が，それ以降に労働市場

ﾉ入職した世代の女性にどのような影響を与え

@　　という視点から分析を進め，2回にわた

驪ﾏ等法改正の影響を個別に考察するこ

@　　均等法世代に着目する理由は，

ｶ恵をフルに受けることができるのは，

ﾈ降に労働市場に入平した女性達であろ

ｦるからである4）．

ﾏ等法の影響

@本節では均等法の主に就業選択に与えた影響

2007年施

@とはし
ﾏ等法の

@均等法

@うと考
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について，既存研究で知られていることをまと

める．既存研究は，日本全体としての傾向を取

り上げており，地域別の傾向に着目したものは，

筆者の知る限り，存在しない．

　Abe（2011a）による主な結果は以下のような

ものである．第1に，均等法は，40歳未満の

高学歴（大卒以上）女性の正規雇用就業を増加さ

せた．短大卒・高卒・中卒の女性については，

均等法以降世代でそれ以前の世代と比べて正規

雇用就業が増加したという事実はない．また，

40歳を超える年齢層では，均等法前世代と均

等法世代とで，正規雇用就業の上昇はわずかで

ある．言い換えると，均等法以降の世代が40

歳以上に達した年齢において，均等法以前の世

代と比べて正規雇用が増加したとはいえない．

したがって，長期的には均等法以降世代で正規

雇用就業がそれ以前の世代よりも大きく増えた

とはいえない．また，女性の非正規雇用の典型

であるパート雇用は，均等法とは無関係に長期

的に増加してきている5）．第2に，均等法以降

の世代では晩婚化・未婚化が進んでいる．さら

に，有配偶者と無配偶者に分けてみると，どち

らについても，正規雇用就業が増えてはいない．

したがって，大卒以上の女性全体でみて正規雇

用が増えているという傾向は，未婚者の割合が

高まっていることによる部分が大きい．

　Edwards　and　Sakai（2010）は，学歴と結婚選

択の2つの変数の選択モデルを消費生活に関す

るパネル調査を用いて推計している．そして，

均等法後は大卒が選択されるようになり，かつ

そのような大卒女性が30歳までに結婚する可

能性が低下したと結論付けている．

居住パターンのコーホート別傾向

　最初に，コーホート別の居住パターンがどの

ように変化してきたのかを確認しておこう．こ

こで注目するのは，生年×学歴別に定義された

コーホートの，首都圏への居住地割合である．

このアプローチは，Abe　and　Tamada（2010）で，

中卒および高卒の男性について行なわれた分析

を，地域区分を変更し，かつ，性別と学歴を変

更したものである．なお，以下では就業に関す

研　　究

る地域別分析を行なうが，ここでの地域は居住

の地域であり，職場の地域ではない6＞．

　図！は，就業構造基本調査（1992－2007年）の

集計データを用い，首都圏（東京，埼玉，千葉，

神奈川の都県）に住む割合を，男女×コーホー

ト別にプロットしている．図からわかることは，

（1）大卒女性は大卒男性に比べ，首都圏に居住

する割合が高い，（2）大卒・高卒ともに，均等

法以前の世代については，首都圏への居住割合

が低下していく傾向にあったが，均等法を境に

首都圏への居住割合が高まった，の2点であ

る7）．すなわち，ここで考察されている世代

（1943－！977年生まれ）についていえば，首都圏

への居住割合は一定方向に進んできたわけでは

なく，均等法世代付近が，転換のコーホートに

なっているということである8）．

　大都市圏の居住割合については，コーホート

サイズも影響するかもしれない．団塊世代の人

口は，均等法世代よりも多く，その間の生年の

コーホートは，均等法世代よりも人口が多い．

このとき，たとえば大都市地域へ人口を引き付

ける力が継続的に同程度働いたとしても，土地

の有限性その他の理由により結果として大都市

地域へ居住できる人口は限られることになれば，

それ，が団塊世代以降の世代の大都市への居住割

合を減らした可能性がある．

　筆者の知る限り，男女別・学歴別に人口移動

のパターンが異なったことは，既存研究では多

　くの指摘はなかった点である。たとえばNaka－

jima　and　Tabuchi（2011）においては，地域間移

動の情報をベースにして効用の比較を行なって

いるが，そこでは男女・学歴などが格段区別さ

れず，代表的個人が想定されている，

　夫婦の人口移動に関しては，移動に伴い，夫

の所得の増減・妻の所得の増減がそれぞれどの

ようになっているか，は注目を集める点のひと

つである（Sandell　1977；Blackburn　2010）．それ

らの結果は，アメリカにおいては妻がtied

moverであるという結果を報告している．日

本においてはたとえば坂西（2007）は妻がtied

moverであるという仮定を置いた分析を行な

っている9），妻の就業が家計にとって重要性を
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　　　図2．女性就業率
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増すと，妻はtied　moverでなくなる可能性も

あるが，均等法がこの側面に影響を与えうると

すれば，均等法が高学歴女性の正規雇用就業を

高めたことを考え合わせて，高学歴女性がtied

moverでなくなるといったかたちでの効果に

なるであろうと予想される，

就業のコーホート別傾向

就業率

　女性就業の地域差による分析によれば，就業

率が高かったのは，大都市圏よりも地方圏，と

りわけ日本海側地域であった（Abe　2011c）。し

かし，40歳より若い年齢層については均等法

以後，東京の就業率の上昇がみられ，2007年

時点（クロスセクション）では，40歳より若い

年齢層について，東京の女性の就業率は日本海

側とほぼ同じレベルになっている．そしてこの

傾向は，正規雇用就業率（正規雇用就業者数を

人口で割ったもの）において特に顕著である．

　以下では，日本全体の地域を以下のように区

分した定義を多く用いる：（1）東京近郊（埼玉・

千葉・神奈川），（2）東京，（3）日本海側（山形・

新潟・富山・石川・福井・鳥取・島根），（4）中

部（岐阜・愛知・三重），（5）関西（京都・大阪・

兵庫），（6）それ以外．この区分は，女性就業率

の地域差を意識した，Abe（2011c）によって導

入された区分である．首都圏については，東京

と近郊（埼玉・千葉・神奈川）を分けて考えるこ

とは重要である．女性の就業パターンは，東京

と近郊とでは異なるからである（Abe　2011b）。

また個票データを用いた以下の分析では，学歴

について，大卒および大学院卒の学歴を「大

卒」と表記し，また高卒，高専卒，短大卒の学

歴をひとつの学歴区分に統一しているユ。）．

　図2は，就業構造基本調査（1982－2007年）の

個票データを用い，東京・東京近郊・関西・日

本海側・日本海側を除く大都市圏以外の地域に

ついて，就業率をコーホート別にプロットした

ものである．これから，どの地域においても大

卒女性について，40歳未満の年齢で顕著に均

等法以降世代の就業率の上昇がみられる反面，

40歳を超える年齢での上昇は，東京を除いて
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図2．女性就業率（続き）
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限定的であることが示されているll）．以下では，

45歳未満の年齢について詳しく検討する．

　就業率はすべての就業形態を含んでいるが，

正規雇用就業率をプロットしたものが図3－1で

ある．この場合には，東京での均等法以降の上

昇が特に顕著であることがわかる．これには，

均等法が主に都市圏での雇用に対する影響が強

かった可能性がある．たとえば，地方でも東京

でも存在している，教員・看護師・公務員など

の，従来から女性がキャリアを積むことの多か

った職種について，均等法により大きな変化が

生じたことはないかもしれない．また，均等法

以前から正規雇用の割合が高かった地方では，

上昇の余地が少なかったという説明も可能であ

ろう．

配偶関係別の正規雇用就業率

　次に，配偶関係別に正規雇用就業率を見たも

のが図3－2（有配偶）および，図3－3（無配偶）で

ある．日本全体で地域を限定せずに見た場合に

は，有配偶者の正規雇用就業率は均等法以降も

上昇していないこと，大卒以外では無配偶者の
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図3－1．正規雇用就業率（配偶関係計）
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@　　　就業構造基本調査個票データ（1982，1987，1992，1997，

ｳ規雇用就業率はむしろ低下していることが指

@　れているが（Abe　2011a），ここでの目的は，

n域別にはどのようなパターンがあるかをみる

@　　　　　　　ここでも45歳未満に分析を限定

@配偶関係別にコーホート間で比較をすること

2002，

む．

Source＝ESS，1982－2007

Q007年）から筆者推計，

ﾉついては，一定の留保が必要である．

ﾙなるコーホートの有配偶者を比較するといっ

ﾄも，コーホート間で有配偶である割合は変化

ｵており，その選択が内生的であることから，

ｻのような比較はセレクション・バイアスを含

@　　以下の結果の解釈には，この点に留意が必

生年の
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要である．

　有配偶でも，東京での均等法以降世代の正規

雇用就業率の上昇はみられるが，大都市地域以

外ではむしろ低下傾向がみられる．もっとも，

この後者の傾向は有配偶者の行動の変化（有配

偶女性が働かない傾向が高まった）というより

も，晩婚化・未婚化がすすむなかで，有配偶女

性がより正規雇用就業をしない女性に限定され

る傾向が強まったことを反映している可能性も

ある．

　無配偶では，コーホート別の違いは以下のよ

うにまとめられる．まず大卒については，均等

法前後の世代で，正規雇用就業率に大きな差は

見られない．高卒無配偶女性については，均等

法後では，地域別に集計すると，正規雇用の低

下が顕著である．高卒についての傾向は，Abe

（2011a）で指摘された，高卒の無配偶女性の正

規雇用が低下しているということが，地域別に

集計しても見られることを示している．先進国

共通の現象として，エンプロイアビリティの局

い女性のほうが結婚する性向が高まっているこ

とも指摘されているが（Ju㎞and　Murphy！997；

Burtless！999），高卒女性の傾向はそれと似た

ことを示しているかもしれない．

　以上をまとめると，東京は，正規雇用への性

向が強い女性を吸収したと解釈できよう．とり

わけ大卒女性については，東京で有配偶女性の

正規雇用が均等法螺以降に高まっているが，そ

れ以外の地域においては均等法世代の上昇は特

にみられない．無配偶女性については，均等法

前後で大きく違いはない．

回帰分析

　以下では，前節までにグラフの上で確認され

た傾向を，回帰分析によって数量的に検証する．

以下の回帰分析は，グラフで示されているセル

（居住割合については年齢階級×学歴，就業に

ついては，年齢階級×6地域×学歴）を単位と

する，グループ別データの回帰分析である．回

帰式は，ウエイト付き最小二乗法を用い，ウエ

イトは，セルに含まれるサンプル数を用いる．

研　　究

首都圏居住割合

　首都圏居住割合の回帰分析の結果が表1に示

されている．表1－1は3大都市圏に居住する割

合，表1－2は首都圏に居住する割合を被説明変

数としている．説明変数は，コーホートダミー

と年齢である．

　一般に，均等法施行時期（1986年）頃は，首

都圏の魅力が上昇しており，バブル期にそれが

さらに上昇した．その後バブル崩壊から首都圏

の魅力は低下するが，2000年頃にはそれはま

た上昇し始める（Nakajima　and　Tabuchi　20！1）．

このことと整合的に，バブル期に学校を卒業し

た世代は，首都圏に居住する割合が高いことは，

たとえば，1943－47グループをベースグループ

として，1963－67年以降に生まれたコーホート

が首都圏（もしくは，より広くは，大都市圏）に

住む割合が高まっていることからわかる．

　このことには2つの要因が関係していると考

えられる．図1から見て取れることは，そもそ

も大卒女性は，高卒女性と比較しても，または

大卒男性と比較しても，首都圏に住む割合が高

いということである．これは均等法以前からそ

うである．高卒女性が首都圏に居住するように

なったのは，主に景気に反応した結果と思われ

る．そのため，バブル崩壊後はまた，首都圏へ

の居住割合が低下し，均等法前世代の水準まで

低下している（1973年以降生まれのコーホー
　ト）12）．

就業率，正規雇用就業率

　女性全体の就業率の回帰分析の結果が表2－1

（大卒女性），表2－2（高卒・短大卒女性）に示さ

れている．サンプルは45歳未満の女性である．

この分析から，この年齢層では，就業率が均等

法以降のコーホートについて上昇していること

がわかる．これはどの地域でもおおむね成り立

っている．

　女性全体の正規雇用就業率の回帰分析の結果

が表2－3（大卒女性），表2－4（高卒・短大卒女

性）に示されている．サンプルは45歳未満の女

性である．正規雇用就業率は，就業率と異なり，

均等法後のコーホートで上昇している傾向は，
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表1－1．3大都市圏居住割合　　　　　　　　　配偶関係別正規雇用就業率

　（1）　　　　　　（2）　　　　　　（3）　　　　　　（4）

大卒男性　大卒女性　高卒男性　高卒女性
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1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1958－62年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

1968－72年生まれダミー

1973－77年生まれダミー

1978－82年生まれダミー

年齢

定数項

一〇．039綿．　一〇．018　　　－0．041一曹　一〇．043き纏

（0．007）　　　（0．009）　　　（0．004）　　　（0．003）

一〇．075寧脚　　一〇．051寧零・　一〇．074．騨　　一〇．088掌串寧

（0．007）　　　（0．009）　　　（0．005）　　　（0．003）

一〇．054鱒．　一〇．050率・‡　一〇．07r林　　一〇．082鮮寧

（0．007）　　　（0．009）　　　（0．005）　　　（O．004）

一〇．O17　　　－0．O12　　　－0．022躍曜　　一〇．048韓躍

（0．OO8）　　　（0．OlO）　　　（0．006）　　　（0．004）

一〇．024掌　　　一〇．015　　　　－0．012　　　　－0．031申掌掌

（0，009）　　　（0．011）　　　（0．006）　　　（0，005）

一〇．033林　　　一〇．031常　　　一〇．039疇窄申　　一〇．054林癖

（0，010）　　　（0．012）　　　（0．007）　　　（0．006）

一α027零　　　一〇，022　　　－0．086紳窄　一〇．084寧騨

（0．012）　　　（0，013）　　　（0，009）　　　（0．008）

一〇．009唯．　　　0．003　　　－0．012帥串　一〇．005本．

（ODO3）　　　　（0，003）　　　　（0．002）　　　　（0．002）

0，682窄噛．　　　0．649寧脚　　　0，547寧脚　　　〔〕．529寧寧．

（0，017）　　　（0，020）　　　（0，013）　　　（0．009）

／▽ 25 25 25 25

注）　括弧内は椋隼誤差．

　申は5％，’ゆは1％，”寧は0．1％でそれぞれ有意であることを示す．

　　サンプルは，20－54歳．

　　コーホートダミーのベースグループは1942－1947年生まれ．

出所）就業構造基本調査公表データ（1992，1997，2002，2007年）より筆

　者集計．

表1－2．首都圏居住割合

　配偶関係別の正規雇用就業率を被説明

変数とする回帰分析結果が，表3－1（大

卒有配偶），表3－2（大卒無配偶），表3－3

（高卒または短大卒，有配偶）に示されて

いる．サンプルは45歳未満の女性であ

る．これから，大卒女性について均等法

以後に正規雇用就業率が大きく上昇した

のは，東京に居住する有配偶者に限られ

ることがわかる．中部圏については，有

配偶に限ると，⊥昇の傾向はほとんどみ

られない（中部圏無配偶大卒については，

推計値の値は正で大きいが，統計的には

有意でない）．均等法後以降のコーホー

トのダミーについて，いくつかの係数は

マイナスになっており，均等法後に正規

雇用がむしろ低下している傾向がある場

合すらある．これは，大都市圏以外にお

いてより多くみられる傾向である．とり

　　　　わけ，高卒・短大卒有配偶につ

　（1）　　　　　　　　（2）　　　　　　　　（3）　　　　　　　　（4）

大卒男性　　大卒女性　　高卒男性　　高卒女性

ユ948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1958－62年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

1968－72年生まれダミー

1973－77年生まれダミー

1978－82年生まれダミー

年齢

定数項

一〇．043奉躰　　　　一〇．039虚　　　　　　一〇．025申林

（0．008）　　　　　（0．014）　　　　　　（0．003＞

一〇．072脚・　　　一〇．072騨・　　　　一〇．039ゆ騨

（0．008）　　　　（O．O14）　　　　　（0．004）

一〇．053纏・　　　一〇．068掌榊　　　　　一〇．043躍叫

（0．009）　　　　　（0．015）　　　　　　（0．004）

一〇．O15　　　　　－0．034　　　　　　－0．OlO

（0．OIO）　　　　（0．O16）　　　　　（0．005）

一〇．029廓　　　　一〇，033　　　　　　－0．008

（0．010）　　　　　（0．O17）　　　　　　（0，005）

一〇，038軸　　　　一〇．056串．　　　　　一〇．026掌榊

（0．012）　　　　　（0．018）　　　　　　（0．006）

一〇．039．　　　　一〇．057窄　　　　　一〇，059廓鵯

（0．014）　　　　　（0．020）　　　　　　（0．008）

一〇，005　　　　　　　0．004　　　　　　－0．008騨禦

（0，004）　　　　　（ODO5）　　　　　　（0．002）

0，435寧韓　　　　　0．431輯脇　　　　　0．298牌寧

（0．020）　　　　　（0．032）　　　　　　（0，0！0）

一〇．038麟’

（0．003）

一〇．064鞘・

（0．004）

一〇．066纏・

（0．004）

一〇．047串鱒

（0．005）

一〇，036帥＊

（0．005）

一〇，054騨寧

（0，006）

一〇，065躍綿

（0．009）

一〇．004

（0，002）

0．301零脚

（0．011）

いては，日本海側地域の係数が

大きなマイナスの値をとってい

る．

結論

サンプル数 25 25 25 25

注）　括弧内は標準誤差．

　墜は5％，榊は1％，申”は0．1％でそれぞれ有意であることを示す，

　　サンプルは，20－54歳．

　　コーホートダミーのペースグループは1942－1947年生まれ．

出所）就業構造基本調査公表データ（1992，1997，2002，2007年）より筆者集計．

東京に居住する大卒女性についてのみ顕著であ

りかつ統計的にも有意である．中部圏も，推計

値自体は大きい（大卒および，高卒または短大

卒）が，大卒については統計的に有意ではない．

についてみられる現象であって，

域別に異なっている．具体的には，均等法以降

に正規雇用で働く大卒女性が大きく増えたのは

東京であって，地方においてはそれが増えてい

　本稿では，就業構造基本調査

のデータを用い，均等法後の女

性の居住パターンと就業状況に

ついて実証分析を行なった．主

な結論は以下のとおりである．

第！に，均等法世代をほぼ境に

して，高学歴女性を含め，人口

は首都圏に集中するようになっ

た．第2に，均等法後高学歴女

性は，40歳未満まで正規雇用

就業の割合が高まったものの，

40歳を超えるとその傾向は弱

まっていたが，これは日本全体

　　　　　　　　この傾向は地
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被説明変数：E－Pratio

　　　経　　済　　研　　究

表2－1．　就業率の回帰分析　大卒女性

　　（1）

首都圏近郊

　（2）

東京都

　（3）

日本海側
の
部

（
中 9

西

（
関

（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

1968－72年生まれダミー

1973－77年生まれダミー

年齢ダミー：30－34歳

年齢ダミー：35－39歳

年齢ダミー：40－44歳

定数項

一〇，036

（0．038）

一α046
（0，028）

一〇D26

（α025）

　0．058’

（0．024）

　0．094艸

（0．025）

　0．128掌榊

（0．028）

一〇．193纏串

（0．020）

一〇．169摩輔

（0．022）

一〇．069事

（0．024）

　0，690鱒．

（0，022）

一〇ユ14膨　　　　　0．007

（0．044）　　　　　（0，039）

一〇．106綿　　　　　一〇．049

（0．033）　　　　　（0，027）

一〇．094稗　　　　一〇．004

（0．028）　　　　　（0，022）

　0．019　　　　　　0．041

（0．027）　　　　　（0．022）

　0．085傘　　　　　　0．036

（0．029）　　　　　（0．022）

　0．！22率．　　　　　0．080鱒

（0．032）　　　　　（0．024）

一〇．085艸　　　　　一〇．081鵜。

（0，023）　　　　　（0．018）

一〇ユ14零亭寧　　　一〇．038

（0．025）　　　　　（0．019）

一〇．031　　　　　　　0，050零

（0，027）　　　　　（0．022）

　0．710掌騨　　　　　0，763奉畔

（0．025）　　　　　（0．019）

一〇．093　　　　　－0．055　　　　　－0．017

（0．068）　　　　　（0．045）　　　　　（0．038）

　0．006　　　　　－0，017　　　　　－0．025

（0．046）　　　　　（0，031）　　　　　（0．025）

　0．008　　　　　－0．060零　　　　一〇．014

（0．037）　　　　　（0，026）　　　　　（0．021）

　0．044　　　　　　　0，056　　　　　　　0．043

（0．035）　　　　　（0．026）　　　　　（OD20）

　0．071　　　　　　0．097騨　　　　　　0．052奉

（0．037）　　　　　（0．027）　　　　　（0．022）

　0．101寧　　　　　　0．154帥零　　　　　0．091吻噸

（0，039）　　　　　（0．029）　　　　　（0，023）

一〇．144戸綿　　　　一〇．116牌寧　　　一〇ユ13躍林

（0．029）　　　　　（0．021）　　　　　（0．017）

一〇．072寧　　　　一〇．05Q　　　　　－0．075脚

（0，032）　　　　　（0，023）　　　　　（0，019）

　0，019　　　　　　0．005　　　　　　0．011

（0．037）　　　　　（OD26）　　　　　（0．021）

　0．682榊申　　　　　0，617寧韓　　　　　 0，708林禽

（0、032）　　　　　（0，023）　　　　　（0．0ユ9）

サンプル数
R－sq

22

0．945

22

0919

22

0．850

22

0，785

22

0，903

22

0891

注）嘔は5％，膨順は1％，榊’は0．196でそれぞれ有応であることを示す，

　　サンプルは，25－44歳．

　　　コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

　　年齢ダミーのベースグループは25－29歳，

出所）就業構造基本調査個票（1982年，1987年，1992年，1997年，2002年，2007年）より筆者推計．

　　　　　　　　　　　　　表2－2．就業率の回帰分析：高卒・短大卒女性

被説明変数：E－Pratio

　　（1）

首都圏近郊

　（2）

東京都

　（3）

日本海側
の
部

（
中

9
西

（
関

（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

1968－72年生まれダミー

197347年生まれダミー

年齢ダミー二25－29歳

年齢ダミー：30－34歳

年齢ダミー＝35－39歳

年齢ダミー＝40－44歳

定数項

一〇、041

（0，029）

一〇．025

（0．023）

一〇．027

（0，023）

　0．041

（0．021）

　0．081榊

（0．022）

　0．113申串申

（0．026）

一〇．231紳窄

（0．023）

一〇．326鰍．

（0．022）

一〇228事帥

（0．023）

一〇，097軸

〔0．025）

　0，7508纏

（0．022）

一〇．053

（0．030）

一〇，033

（0．024）

一〇．043

（0．024）

　0．035

（0．022）

　0．072率零

（0．023）

　0．095申申

（OD28）

一〇ユ76申林

（0．023）

一〇，268脚寧

（0．023）

一〇．199脚喚

（0，024）

一〇．103躰

（0．026）

　0．775騨申

（0．022）

一〇，028

（0，022）

　0．003

（0，016）

一〇．001

（0．015）

　0．005

（0．015）

　0．018

（0．016）

　0．049霧

（0．018）

一〇．156噸寧・

（0．016）

一〇．149躍聯

（0．016）

一〇，070零牌

（αO16）

一〇．012

（0．017）

　0．847韓躍

（0．O15）

一〇．022

（0．029）

　0．016

（0．022）

　0．002

（0．021）

　0，016

（0．019）

　0．060零

（0，020）

　0，098林寧

（0．024）

一〇．270．纏

（0，021）

一〇．275坤榊

（0．020）

一〇．146牌事

（0．021）

一〇，043

（0．023）

　0．787ホ申申

（0，020）

一〇，044

（0．023）

一〇，029

（0．018）

一〇，039’

（0．018）

　0．032

（0，017）

　0．063紳

（0、017）

　0ユ10寧艸

（0．020）

一〇，237榊纈

（0．017）

一〇，303率零’

（0，017）

一〇ユ92寧榊

（0，018）

一〇．078叫

（0，019）

　0．740韓寧

（0．017）

一〇．039

（0．027）

一〇．014

（0．020）

一〇．017

（0．019）

　0，018

（0．018）

　OD57寧
（0，020）

　0．094騨寮

（0．023）

一〇，201弊率

（0．020）

一〇，229申帥

（0．020）

一〇．123桝

（0．021）

一〇．030

（0．022）

　0．770韓．

（0．019）

サンプル数

R－sq

26

0．962

26

0944

26

0．930

26

0959

26

0974

26

0946

注）’は5％，’寧は1％，噛8繋は0．1％でそれぞれ有意であることを示す．

　　サンプルは，20－44歳，

　　コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

　　年齢ダミーのベースグループは20－24歳
出所）　就業構造基本調査個票（1982年，1987年，1992年，1997年，2002年，2007年）より筆者推計．



被説明変数　正規雇用就業率
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表2－3．正規雇用就業率の回帰分析：大卒女性

327

　　q）

首都圏近郊

　（2）

東京都

　（3）

日本海側

）4（

立
口中

ゆ
西

（
関

　（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

一〇．028

（0．050）

　0．002

（0．037）

一〇，02／

（α032）

　0．058

（0．031）

一〇．052

（0．039）

一〇．034

（0．030）

一〇．040

（0，025）

　0．049

（0，024）

　0．011

（0．057）

一〇．029

（0．039）

一〇．022

（0．031）

　0．053

（0．031）

一〇．024

（0，068）

　0．079

（0．046）

　0．028

〔0，037）

　0．064

（0．035）

一〇．032

（0．059＞

　0，002

（0．040）

一〇．OI7

（0．034）

　0，041

（0．033）

一〇．027

（0．042）

一〇．026

（0，029）

一〇．O17

（0，023）

　0．05P
（0．023）

1968－72年生まれダミー 0，062 0ユ3P帥 0，018 0，074 0，072 0，031

（0．032） （0．026） （0．032） 〔0，037） （0．035） （0．024）

1973－77年生まれダミー 0，057 0．097帥 0，013 0，079 0，073 0，013

（0．037） （0，029） （0，034） （0．039） （0．038） （0．026）

年齢ダミー：30－34歳 一〇202寧輯 一〇ユ35林寧 一〇．1008喉 一〇．169帥顯 一〇．152寧艸 一〇．124寧寧掌

（0．026＞ （0．020） （0、025） （0．029） （0，027） （0．019）

年齢ダミー：35－39歳 一〇．260幡 一〇．193桝 一〇．097紳 一〇ユ51’林 一〇ユ22榊 一〇．143桝

（0，028） （0，022） （0．028） （0，032） （0．030） （0．021）

年齢ダミー：40－44歳 一〇．238寧脚 一〇ユ97綿躍 一〇．084’ 一〇．132鱒 一〇．ユ26林 一〇．132桝

（0．031） （0．024） （0．03ユ） （0．036） （0．034） （0，023）

定数項 0．546稗零 0，533率紳 0．613事紳 0．48P噌 0．449稗串 0．553紳’

（0．029） （0．022） （0．028） （0，032） （0．030） （0．021）

「サンプル数 22 22 22 22 22 22

R－sq 0，929 0953 0，716 0，815 0，829 0886
注） 亭は5％，騨は1％，喀綿は0．1％でそれぞれ有意であることを示す．

サンプルは，25－44歳．

コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

年齢ダミーのベースグループは25－29歳
出所）　就業構造基本調査個票（1982年，1987年， 1992年， 1997年，2002年， 2007｛F）より筆者推計．

表2－4． 正規雇用就業率の回帰分析，’高卒・短大卒女性

被説明変数＝正規雇用就業率

（1） （2） （3） （4） （5） （6）

首都圏近郊 東京都 日本海側 中部 関西 その他

1943－47年生まれダミー 一〇．021 一〇．034 一〇．031 一〇．011 一〇．027 一〇D17
（0．026） （0．033） （0．035） （0．029） （0．023） （0．030）

1948－52年生まれダミー 一〇，028 一〇．027 一〇，002 0，004 一〇．025 一〇，011

（0．021） （0，027） （0．026） （0．021） （0．018） （0，〔〕23）

1953－57年生まれダミー 一〇．020 一〇．045 0，015 0，010 一〇．02工 一〇，010

（0．020） （0．027） （0．024） （0，021） （0．018） （0．022）

1963－67年生まれダミー 0，028 0，011 一〇．008 0，031 0，016 0，016

（0，019） （0．025） （0．023） 〔α019） （0．017） （0．021）

1968－72年生まれダミー 0，041 0，022 0，002 0．060桝 0．04ユ躍 0，047

（0．020） （0．026） （0．025） （0，020） （0．018） （0，022）

1973－77年生まれダミー 0，003 一〇．043 一〇．031 0．064事 0，006 0，023

（0，023） （0．031） （0．028） （0，023） （0．020） （0．025）

年齢ダミー125－29歳 一〇296艸廓 一〇．246寧林 一〇．238’騨 一〇．365申’申 一〇．299林率 一〇，269桝寧

（0．020） （0，026） （0．026） （0．020） （0．O18） （0，023｝

年齢ダミー：30－34歳 一〇．449廓鵯 一〇．391輔事 一〇．334寧艸 一〇．489寧寧寧 一〇．431桝 一〇，389艸事

（0．020） （0．026） （0．025） （0．020） （0．017） （0．022）

年齢ダミー：35－39歳 一〇，463艸申 一〇．407紳’ 一〇．333纏寧 一〇，476’纏 一〇．440’庫率 一〇，391摩寧’

（0．021） （0．027） （0，026） （0．02ユ） （0．018） （0．023）

年齢ダミー：40－44歳 一〇．439寮零噛 一〇．382零“亭 一〇．304零脚 一〇．434騨覇 一〇．414巾申承 一〇．360艸寧

（0，022） （0．029） （0．028） （0．023） （0．020） （0．025）

定数項 0．663。寧零 0．678桝 0．747“申串 0．676寧率寧 0，642掌榊 0．655崩

（0．020） （0．025） （0，025） （0．020） （0．017） （0．022）

サンプル数 26 26 26 26 26 26

．R－sq 0，984 0，964 0939 0，984 0986 o，969

注） 購は5％，騨は196，ゆ脚は0．1％でそれぞれ有意であることを示す，

サンプルは，20－44歳．

コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

年齢ダミーのベースグループは20－24歳．

出所）就業構造基本調査個票（1982年，1987年， 1992年，1997年，2002年， 2007年）より筆者推計，
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　　　　　　　　　　　　表3－1．配偶関係別正規雇用就業率の回帰分析；大卒有配偶女性

　　　被説明変数　正規雇用就業率

　　（1）

首都圏近郊

　（2）

東京都

　（3）

日本海側
の
部

（
中

一
西

ら（
関

（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

1968－72年生まれダミー

1973－77年生まれダミー

年齢ダミー＝30－34歳

年齢ダミー；35－39歳

年齢ダミー140－44歳

定数項

一〇．023

（0，037）

　0．029

（0．028）

　0．014

（OD25）

　0，024

（0．026）

　0．026

（0．028）

　0．069

（OD34）

一〇．058零

（0，025）

一〇．062“

（0．026）

一〇，043

（0．028）

　0．297零纏

（0．027）

　0．030

（0．035）

　0，017

（0，027）

　0．020

（0．024）

　0．042

（0．025）

　0．105林

（0．028）

　0．116畔

（0．033）

一〇．032

（0．025）

一〇，055零

（0，025）

一〇，044

（0．027）

　0．272率寧拳

（OD25）

　0．001

（0．049）

一〇．015

（0，034）

　0，003

（0．028）

　0，035

（0．029）

一〇，019

（0．032）

一〇．055

（0．037）

一〇．014

（0．028）

一〇．001

（0．030）

　0．032

（0、032）

　0．488率零亭

（OD29）

一〇，004

（α039）

　0．078。

（0、028）

　OD42
（0．023）

　0，007

（0．023）

一〇．007

（0．025）

一〇．036

（0．029）

一〇．064噛

（0．022）

一〇．036

（OD23）

一〇，O13

（0．025）

　0．331紳申

（α022）

一〇．024

（OD39）

　0．017

（0，027）

　0．010

（0．023）

　0．011

（0，024）

　0，029

（0．027）

　0．054

（0．032）

一〇，018

（0．023）

　0．034

（0．024）

　0．035

（0．026）

　0．220零纏

（0．024）

一〇．027

（0．022）

一〇D20
（0，015）

一〇，009

（0．013）

　0．009

（0．013）

一〇，O18

（0．O15）

一〇．041孝

（0．017）

一〇．017

（ODI3）

一〇．009

（0．014）

　0．010

（0．015）

　0．378零韓

（0，014）

サンプル数

R－sq

22

0．548

22

0．745

22

0．522

22

0．721

22

0．456

22

0．634

注）廓は5％，掌’は1％，伽は0．1％でそれぞれ有意であることを示す．

　　サンプルは，25－44歳．

　　コーホートダミーのベースグノレープは1958－1962年生まれ．

　　年齢ダミーのペースグループは25－29歳．
出所）就業構造基本調査個票（1982年，ユ987年，1992年，1997年，2002年，2007年）より筆者推計．

　　　　　　　　　表3－2．配偶関係別正規雇用就業率の回帰分析：大卒無配偶女性

被説明変数：正規雇用就業率

　　（1）

首都圏近郊

　（2）

東京都

　（3）

日本海側
の
部

（
中 9

西

（
関

（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

　0ユ30
（0．082）

　0．033

（0．055）

一〇，038

（0．038）

一〇ユ88

（0．091）

　OD15
（0．061）

一〇．054

（0．044）

　0．033

（0．104）

一〇．094

（0．072）

一〇．098

（0．048）

一〇．138

（0，185）

　0．043

（0．096）

一〇DO1
（0．067）

　0，012

（0，105）

　0．001

（0．066）

一〇．001

（OD51）

一〇．003

（0，074）

一〇，036

（0，045）

一〇．002

（0．031）

1963－67年生まれダミー 0，O17 0，011 0，050 0，097 0，018 0，057

（0．031） （0，038） （0，043） （0．057） （0，044） （0，027）

1968－72年生まれダミー 一〇．046 0，030 一〇，009 0，075 一〇．023 一〇，019

（0．031） （0，038） （0．041） （0，055） （0．043） （0．027）

1973－77年生まれダミー 一〇ユ03零寧 一〇．026 一〇．053 0，049 一〇，087 一〇．064率

〔0．032） （OD40） （0．040） （0．054） （0．043） （0．027）

年齢ダミー：30－34歳 一〇，076韓 一〇、042 一〇．041 一〇．040 一〇，070巾 一〇，026

（0．022） （0．028） （0．028） （0．039） （0．031） （0．019）

年齢ダミー：35－39歳 一〇．！72桝 一〇，029 一〇．044 一〇，Oll 一〇，042 一〇．059嘔

（0．031） （0．037） （0．039） （0．052） （0，040） （0．025）

年齢ダミー＝40－44歳 一〇ユ86’紳 一〇、091 一〇ユ77騨 一〇．004 一〇．095 一〇D93車

（0．038） （0．044） （0．047） （0．068） （0．048） （OD31）

定数項 0．790纏自 0，723軸巾 0．762零韓 0，635事零’ 0．690’榊 0．715’叫

（0．Q27） （0，032） （0．035） （OD47） （0．036） （0．023）

サンプル数 22 22 22 22 22 22

R－sq O，826 0593 0，731 0，365 0，539 0，734

注）　サンプルは，25－44歳．

コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

年齢ダミーのベースグループは25－29歳．
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表3－3．　配偶関係別正規雇用就業率の回帰分析：高卒・短大馬脚配偶女性

被説明変数：正規雇用就業率

　（1）　　　　（2）

首都圏近郊　　東京都

　（3）

日本海側
の
剖
（
中

⑤
繭

（6）

その他

1943－47年生まれダミー

1948－52年生まれダミー

1953－57年生まれダミー

1963－67年生まれダミー

！968－72年生まれダミー

1973－77年生まれダミー

年齢ダミー：25－29歳

年齢ダミー：30－34歳

年齢ダミー：35－39歳

年齢ダミー：40－44歳

定数項

　0．004　　　　　　－0．006

（OD10）　　　（OD16）

一〇，003　　　　　　　0．008

（0．008）　　　（0．013）

　0．008　　　－0．003

（0．008）　　　　　（0．013）

一〇DO1　　　　　　0．O12

（0，009）　　　　　（0，013）

　0．005　　　　　　　0．026

（0．009）　　　　　（0．015）

　0．019　　　　　　0，028

（0．012）　　　　　〔0．020）

一〇．027　　　　　－0．020

（0．015）　　　　　（0．025）

一〇．063零掌甲　　　一〇．056寧

（0．O14）　　　　　（0．024）

一〇．051・．　　　　一〇．043

（0，015）　　　　　（0．024）

一〇．027　　　　　　　0．000

（0，015）　　　　　（0．025）

　0200零纏　　　　　0．205串韓

（OD14）　　　　　（0．024）

一〇．037　　　　　　　0．004　　　　　　－0，020巾

（0．020）　　　　　（0．012）　　　　　（0．008）

一〇．003　　　　　　　0．018　　　　　－0．007

（0．015）　　　　　（0，009）　　　　　（0，007）

0．023　　　　　　　0．033騨　　　　　一〇．001

（0．014）　　　　　（α009）　　　　　（0．007）

一〇，042事　　　　　　0，001　　　　　－0，000

（O，015）　　　　　（0，009）　　　　　（0．007）

一〇．069噛縣　　　　　　0．009　　　　　－0．002

（0．017）　　　　　（0．010）　　　　　（0．007）

一〇，088騨串　　　　　0．029甲　　　　　　0．019

（α021）　　　　　（0．013）　　　　　（0．009）

一〇．031　　　　　－0．050巾申　　　　一〇．O16

（0．027）　　　　　（0．O16）　　　　　（0．012）

一〇．047　　　　　－0．068寧艸　　　　一〇．028寧

（0．026）　　　　　（0，015）　　　　　（0．O11）

一〇．036　　　　　－0．034・　　　　　一〇．011

（0．026）　　　　　（0．016）　　　　　（0．OI1）

一〇，010　　　　　　　0．005　　　　　　　0．015

（0．027）　　　　　（0．016）　　　　　（0．012）

0．442串零甲　　　　　0．201纏寧　　　　　0．157騨零

（0．026）　　　　　（0．0工5）　　　　　（0．011）

一〇，004

（0．015）

　0．002

（0，012）

　0．009

（0．O12）

一〇，014

（0，0！2）

一〇．005

（0．O14）

0．008

（0．017）

一〇．014

（0．021）

一〇．031

（0．021）

一〇．006

（0．021）

0，025

（0．021）

0．230寧艸

（0．021）

サンプル数

R－sq

26

0．781

26

0．703

26

0．832

26

0．884

26

0．806

26

0．707

注）　’は5％，車’は1％，卓”は0．1％でそれぞれ有意であることを示す．

　　サンプルは，20－44歳．

　　コーホートダミーのベースグループは1958－1962年生まれ．

　　年齢ダミーのペースグループは20－24歳，

出所）就業構造基本調査個票（1982年，1987年，1992年，1997年，2002年，2007年）より筆者推計，

るとはいえない．そして，配偶関係別では，均

等法の前後で正規雇用がそれほど増えていない

というのが全体の傾向であったものの（Abe

2011a），地域別には，東京において有配偶女性

の正規雇用は大きく増加している．本稿で示さ

れたことは，男女雇用機会均等法後の女性の就

業の変化には地域差があり，とりわけ東京にお

いて女性の正規雇用就業の増加が大きいという

ことであった．このことは，従来から東京に住む

可能性の高かった属性の女性の就業率が上がっ

たことでも，あるいは正規雇用就業をする女性

が東京へ移動することによっても生じうる．本

稿では地域間移動についての詳しい分析をする

ことはできなかったが，今後の課題としたい13）．

さらに，国勢調査等の他のデータでも本稿で得

られた結論が観察されるかどうかの検討も，今

後の課題である．

　　　　　　　　（北海道大学大学院経済学研究科）

　　注

　＊　この研究では，統計法33条2の規定により利
用を許可された，就業構造基本調査の個月データを使

用している，この研究は，日本学術振興会科学研究費

（基盤i研究C，課題番号23530261）から助成を受けて

いる．中島賢太郎氏および一橋大学での研究会参加者

からは貴重なコメントをいただいた．感謝申し上げた

い．残る誤りは筆者のものである．

　1）　日本での地域間移動に関する実証分析として，

たとえばShioji（2001），坂西（2007），　Nakajima　and

Tabuchi（2011）等がある．

　2）　ただし，均等法特有の効果と，均等法と時期を

同じくして生じた（もしくは進行した）他の要因の影響

とを区別することは容易ではない．このことは，均等

法が女性の就業や学歴選択，結婚等に与えた影響に関

する実証分析においてもつねに問題になる．たとえば，

経済のグローバル化は均等法が施行されたのちに進行

し，グローバル化が労働市場に与える影響があるとす

れば，均等法の影響とグローバル化の影響を区別する

ことは，容易ではない，「失われた10年」と呼ばれる

景気停滞が労働市場に与えた効果と均等法の影響とを

識別することについても，同種の問題が存在する．

　3）　Edwards　and　Pasquale（2003），　Abe（2010，

2011a），　Edwards　and　Sakai（2010）等．
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　4）　無論，均等法自体は男女の差別の禁止を規定し

ていることから，均等法以前に入職した世代に影響が

及ぶ可能性もある．しかしながら，職業生活のスター

ト時点から均等法を前提としてきた世代とそうでない

世代に学歴選択や職業訓練のうえで違いがある可能性

もありうるため，均等法以降に入職した世代に着目す

ることとした．

　5）　均等法は労働市場における男女の均等を意図し

ているが，パート雇用は女性が大多数を占めており，

均等法による影響は限定的と考えられる．

　6）　これは就業構造基本調査で調査されている地域

が，居住地域であることによる．

　7）　図1は居住割合を示しているため，どの程度の

地域間移動をともなっているかは，これだけからはわ

からない．

　8）Abe　and　Tamada（2010）では，この転換点にあ

たるコーホートを“turning－point　cohort”と呼んでい

る．そこでは中卒男性について，高賃金地域（最低賃

金のランクが！990年時点でAであった，東京都・神

奈川県・大阪府）への入口割合は1943－1957年生まれ

のコーホートまで低下し続けていたものの，1958年

生まれ以降のコーホートから上昇に転じたことを示し

た．さらに，高卒男性についても類似の傾向が見られ

ることを指摘している．

　9）一方Abe（2011b）は，妻の就業状況は，首都圏

内といった範囲においては夫の就業状況よりも家計の

居住地選択への影響が強い可能性を指摘している．

　10）　このような区分を用いる主な理由は，就業構

造基本調査では学歴の変数が調査年によって変化して

おり，コーホートの就業を継続的にたどるためには，

大きなくくりで学歴をとらえる必要があるためである．

　11）　中部地域は図2では表示していない．

　12）米国の1980年代のデータをもちいた研究では，

低学歴者のほうが高学歴者よりも地域間移動は少ない

とされている（Bound　and　Holzer　2000）．上記の結果

は，日本においては低学歴者でも労働需要に反応して

の移動の度合いが強いことを示唆している．

　13）40歳を超える年齢でも，地域間移動と就業が

密接に関係している可能性もある．たとえば図2によ

れば，均等法以前の世代についても，就業志向の高い

大卒女性が，均等法後に東京に移動した可能性もある．
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